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生涯を通じた女性の健康支援事業
不妊に悩む方への
特定治療支援事業

妊娠・出産
包括支援事業都道府県 健康教育事業

女性健康支援
センター事業

不妊専門相談
センター事業

HTLV-1
母子感染対策

全 国 29 47 47 29 47 42

秋 田 〇 〇 〇 〇

栃 木 〇 〇 〇 〇

東 京 〇 〇 〇 〇

福 井 〇 〇 〇 〇

長 野 〇 〇 〇 〇

京 都 〇 〇 〇 〇

島 根 〇 〇 〇 〇

広 島 〇 〇 〇 〇

愛 媛 〇 〇 〇 〇

大 分 〇 〇 〇 〇

自治体によって母子が受けられる生涯を通じた
女性の健康支援事業の格差

平成30年度

 6事業全て実施している県：16都道府県（北海道、岩手、宮城、山形、福島、神奈川、富山、静岡、奈
良、山口、徳島、福岡、長崎、熊本、宮崎、沖縄）

 実施している事業数：最大6、最小4
*下記の図は、47都道府県を6地区(北海道・東北、関東・甲信越、東海・北陸、近畿、中国・四国、九州・沖縄)に分け、実施してい
る事業数が4事業であった都道府県を抜粋し掲載した。

出典：平成30年度母子保健課関係(厚生労働省)を基に日本看護協会が作成公益社団法人日本看護協会
提案1 参考資料 2



都道府県
平成30年
出生数*

市町村数
(指定都市等含む)

産前・産後
サポート事業

産後ケア事業
産婦健康
診査事業

子育て世代包括
支援センター設置

全 国 918,400 1,741 403 (23%) 667 (38%) 364 (21%) 761 (44%)

秋 田 5,040 25 1 (4%) 1 (4%) 0 (0%) 6 (24%)

福 島 12,495 59 11 (19%) 54 (92%) 54 (92%) 30 (51%)

群 馬 12,922 35 4 (11%) 12 (34%) 1 (3%) 7 (20%)

山 梨 5,556 27 4 (15%) 21 (78%) 21 (78%) 14 (52%)

富 山 6,846 15 9 (60%) 14 (93%) 15 (100%) 11 (73%)

岐 阜 13,720 42 3 (7%) 9 (21%) 3 (7%) 12 (29%)

滋 賀 11,350 19 15 (79%) 14 (74%) 1 (5%) 17 (89%)

和歌山 6,070 30 9 (30%) 7 (23%) 2 (7%) 15 (50%)

山 口 8,987 19 8(42%) 12 (63%) 7 (37%) 13 (68%)

徳 島 4,998 24 3 (13%) 3 (13%) 1 (4%) 1 (4%)

鹿児島 12,956 43 9 (21%) 19 (44%) 7 (16%) 15 (35%)

沖 縄 15,732 41 0 (0%) 2 (5%) 1 (2%) 2 (5%)

自治体によって母子が受けられるサービスの格差

平成30年度

出典：平成30年度母子保健課関係(厚生労働省)を基に日本看護協会が作成

 ４つの母子保健事業(産前・産後サポート事業、産後ケア事業、産婦健康診査事業、子育て世代包括支
援センター設置)の実施状況(平成30年度)は、 47都道府県のうち、

• 実施状況の割合が高かった都道府県は富山県
• 実施状況の割合が低かった都道府県は沖縄県

 産前・産後サポート事業と産婦健康診査事業の実施率は20%台と、他の事業に比べて低かった。
 都道府県によって、事業の実施状況の割合は様々であった。
 また、各都道府県が、重点的に実施している事業内容も異なっていた。

*下記の図は、47都道府県を6地区(北海道・東北、関東・甲信越、東海・北陸、近畿、中国・四国、九州・沖縄)に分け、実施状況の割合
が最も高い、または、低い都道府県を抜粋し掲載した。

公益社団法人日本看護協会
提案2 参考資料

*出生数は、平成30年（2018)人口動態総覧、都道府県別データを用いた
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平成30年度 子育て世代包括支援センターの実施状況

公益社団法人日本看護協会
提案2 参考資料

出典：平成30年度母子保健課関係(厚生労働省)を基に日本看護協会が作成

子育て世代包括支援センターの設置状況の割合
（設置市町村数／市町村数）
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 産科病棟の混合化について、平成24年度調査では、産科単科の割合は19.4%(111施設)、混合病
棟は80.6%(460施設)であり、平成28年度調査では、産科単科22.5%(154施設)、混合病棟は
77.3%(529施設)であった。

 混合する診療科の中では、婦人科との混合病棟の割合が高くなっている。

産科病棟の状況 産科単科
産科と婦人科の
混合病棟

婦人科以外の
診療科との混合

無回答 合計

平成24年
（N=571)

施設数 111 110 350 0 571
率(％) 19.4 19.3 61.3 0 100

平成28年
（N=684)

施設数 154 190 339 1 684
率(％) 22.5 27.8 49.6 0.1 100

産科単科

154

22.5%

産科と婦人

科の混合

病棟

190

27.8%

婦人科以外の

診療科との混

合

339…

無回答

1

0.1%産科単科

111

19.4%

産科と婦人科

の混合病棟

110

19.3%

婦人科以外の診

療科との混合

350

61.3%

平成24年
(N=571)

平成28年
(N=684)

産科病棟の混合化の実態

公益社団法人日本看護協会
提案2 参考資料

出典：日本看護協会「平成28年度分娩取扱施設におけるウィメンズヘルスケアと助産ケア提供状況等に関する実態調査報告書」（2017年） 5



周産期医療機能別における
産科単科と産科混合病棟の院内助産の実施状況

公益社団法人日本看護協会
提案2 参考資料

平成30年度厚生労働省看護職員確保対策特別事業 院内助産・助産師外来の開設による効果に関する調査結果（2019年3月）を基に日本看護協会が作成

6



周産期医療機能別における産科単科と
産科混合病棟の助産師外来の実施状況

公益社団法人日本看護協会
提案2 参考資料

平成30年度厚生労働省看護職員確保対策特別事業 院内助産・助産師外来の開設による効果に関する調査結果（2019年3月）を基に日本看護協会が作成
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院内助産や助産師外来を利用する満足度は高いと思うか

〈産科医師の回答〉

助産師外来のみ実施の群では「とてもそう思う」31％（60施設）
院内助産・助産師外来を実施の群では「とてもそう思う」50％（41施設）であった。

とてもそう思う, 

60, 31%

まあまあそう思う, 

110, 57%

あまりそう

思わない,

8, 4%

全くそう思わない, 1, 0% わからない, 15, 8%

助産師外来のみ実施の群（n= 194）

とてもそう思う, 

41, 50%
まあまあそう思う, 

39, 48%

あまりそう

思わない,

1, 1%

全くそう思わない, 0, 0% わからない, 1, 1%

（n= 82）院内助産・助産師外来を実施の群

「とてもそう思う」+「まあまあそう思う」＝ 88% 「とてもそう思う」+「まあまあそう思う」＝ 98%

院内助産や助産師外来の利用による妊産婦への影響

公益社団法人日本看護協会
提案2 参考資料

出典：日本看護協会「平成30年度厚生労働省看護職員確保対策特別事業 院内助産・助産師外来の開設による効果に関する調査報告書（2019年）
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院内助産や助産師外来の実施によって、助産師のやりがいが
高まったと思うか
〈産科管理者等の回答〉

助産師外来のみ実施の群では「とてもそう思う」30％（62施設）、
院内助産・助産師外来を実施の群では「とてもそう思う」62％（53施設）であった。

とてもそう思う, 

62, 30%

まあまあそう思う, 

123, 60%

あまりそう

思わない,

18, 9%

全くそう思わない, 

0, 0%
わからない, 2, 1%

助産師外来のみ実施の群（n= 205）

とてもそう思う, 

53, 62%

まあまあそう思う, 

32, 37%

あまりそう思わない, 

1, 1%
全くそう思わない, 

0, 0%

わからない, 0, 0%

院内助産師・助産師外来を実施の群（n= 86）

「とてもそう思う」+「まあまあそう思う」＝ 90% 「とてもそう思う」+「まあまあそう思う」＝ 99%

院内助産や助産師外来の実施による助産師への影響

出典：日本看護協会「平成30年度厚生労働省看護職員確保対策特別事業 院内助産・助産師外来の開設による効果に関する調査報告書（2019年）
公益社団法人日本看護協会
提案2 参考資料 9



出典：平成30年度中小企業における母性健康管理に関する通信調査、平成30年、一般社団法人 女性労働協会

母性健康連絡カードの認知度

• 妊娠経験がある女性労
働者または妊娠中の女
性労働者への調査で
は、妊娠中に身体的な
症状や精神的な症状の
あった妊産婦は8割程度
であった。

• 一方で、母性健康管理
の措置に関する規定が
ある中小企業は58.5%
であり、母性健康管理
指導事項連絡カードを
「知らない」中小企業
は74.2％であった。

母性健康管理の措置に関する
規定の有無

公益社団法人日本看護協会
提案3 参考資料

中小企業における妊産婦への支援の実態
妊娠中に出た身体的な症状や精神的な症状の有無
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出典：日本看護協会「日本看護協会調査研究報告 <No.95> 2019年病院看護実態調査」（2020）

看護現場の妊産婦への就業支援・育児支援の状況

公益社団法人日本看護協会
提案3 参考資料 11



出典：平成30年衛生行政報告例（就業医療関係者）の概況

都道府県別の人口10万対就業保健師・助産師数

公益社団法人日本看護協会
提案4 参考資料 12



出典）・【市町村人口】平成30年住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査／政府統計総合窓口ｅ-Ｓｔａｔ
・【市町村保健師総数】平成30年度保健師活動領域調査 ／政府統計総合窓口ｅ-Ｓｔａｔ

40万人規模の自治体で
保健師数が約40人程度の差

101

（人）

（人）

人口が同規模の中核市で、就業する保健師数にばらつきがある

公益社団法人日本看護協会
提案4 参考資料

中核市の人口と就業する常勤保健師の分布
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出典・【市町村人口】平成30年住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査／政府統計総合窓口ｅ-Ｓｔａｔ
・【市町村保健師総数】平成30年度保健師活動領域調査 ／政府統計総合窓口ｅ-Ｓｔａｔ

25000

30000

35000

40000

45000

50000

55000

 -  5  10  15  20  25  30  35

高島市（滋賀）

郡上市（岐阜）

真庭市（岡山）

阿賀野市（新潟）
大洲市（愛媛）

西予市（愛媛）

庄原市（広島）

雲南市（島根）

備前市（岡山）

高梁市（岡山）

新見市（岡山）

筑後市（福岡）

北斗市（北海道）

相川町（神奈川）

三芳町（埼玉）

大磯町（神奈川）

猪名川町（兵庫）

9 28

約5万人の自治体では
最大20人ほどの保健師数の差がある

人口が同規模の自治体で、就業する保健師数にばらつきがある

自
治
体
の
人
口
（人）

常勤保健師数 （人）

人口3-5万人の自治体と就業する常勤保健師の分布

公益社団法人日本看護協会
提案4 参考資料 14



医療計画に基づく
周産期医療体制

ハイリスク

ローリスク

分娩取り扱い病院・診療所
（2,273 施設）の実態

総合周産期母子
医療センター
（107施設）

地域周産期母子
医療センター
（300施設）

病院
（一般病床）
（624施設）

一般診療所
（1,242施設）

分娩件数
（推計は、日本産婦人科医会
調査データ3)をもとに算出）

帝王切開
率

人員1)

(常勤換算)

1施設あたりの常勤

医師数 助産師数

高

病院1)

1,031
施設

514,590
件

(54.4%)
2)

推計 5.8%
53,158件
（平均796.8件
3)×107施設）
病院の10.7％

25.8
％1)

37.3 
%3)

産科医：
6,370.8人
（74.4%）
助産師：

18,086.9人
（76.6%）

6.2
人
1)

16.5
人3)

17.5
人1)

37.9
人3)

推計 17.9%
162,840件
（平均542.8件
3)×300施設）
病院の32.9%

30.6
%3)

8.3人
3)

20.9
人3)

中

低

推計 30.7%
278,928件
（平均447.0件3)

×624施設）
病院の56.4％

21.3
%3)

4.3人
3)

13.4
人3)

低
診療所1)

1,242施設

424,728件(44.9%) 2)

14.0%1)

産科医：
2,187.5 人
（25.6%）
助産師：

5,515.0人
（23.4%）

推計１.8人1) 

(2,187.5 人
÷1,242施設)

推計4.4人1) 

(5515.0 人
÷1,242
施設）

病院・診療所の分娩件数2)（2017）

939,318件（全分娩の99.3%）

高
度
医
療

正
常
分
娩

1)医療施設調査（2017）
2)人口動態調査（2017）
3)日本産婦人科医会 勤務医部会 産婦人科勤務医の待遇改善と女性医師の就労環境に関するアンケート調査報告2019年12月
4)厚生労働省, 周産期母子医療センター施設リスト（平成31年4月1日現在）

H314)：総合周産期母子医療センター：109施設
地域周産期母子医療センター：300施設

リ
ス
ク

周産期医療体制と分娩取り扱い病院・診療所の
分娩リスク及び人員配置の実態

公益社団法人日本看護協会
提案4 参考資料 15


